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経営改善計画書の作成方法 

計画フォーム解説 

実際に実抜計画と認められた計画書をベースに記載しな

ければならない内容を解説、ポイントを簡潔にまとめた経

営改善計画書が作成できる 
第１２章  ２２ 

54の財務データ収納 

※詳細次頁 

エクセル財務データ、ワード計画書、重要な金融庁資料、

追加記事、特別付録小冊子をＣＤに収納 ＣＤ ５４ 

予測貸借対照表（5期）の 

作成方法 

BS改善・債務超過解消方法、科目別 5 ヶ年予測 BSの作

成方法を解説、いかに資本を増強させるかがわかる 
第１０章  １５ 

売上高分析･受注構造改革､ 

中長期売上高の策定方法 

自社の売上高分析、受注構造改革、中期売上高設定方

法を解説、経営改善計画で最も重要な受注構造分析と改

革方法がわかる 
第７章  ３４ 

資金繰りと損益計算書の 

作成方法、経費削減策 

資金繰りの注意点、科目別経費削減による収益改善方法

を解説、適正人件費算出、リストラ無き収益改善策立案、

資金繰り管理ができる 
第６章  ３１ 

資
金
繰
り 

日次、月次資金繰表の 

作成方法 

日次、月次資金繰りの仕方、注意事項、資金繰表作成方

法を解説、資金繰りの重要性・資金需要の把握ができる 第８章  １２ 

受取手形割引を成功 

させる方法 

条件変更時の受取手形割引方法、与信上の注意事項を

解説、資金繰りで重要な手形割引をスムーズに行うポイン

トがわかる 
第９章  １４ 

銀
行
交
渉
・顧
問
先
紹
介
を
得
る
方
法 

金融機関交渉時の対応方法、

注意点 

銀行交渉時に想定される 22項目の対処法、金融庁の活

用方法を解説、条件変更は金融機関とのコミュニケーショ

ンが全て、その方法がわかる 
第５章  ２６ 

円滑化法終了に伴う出口戦略

とその対応策 

法終了後の対応、資金調達成功事例、中小企業経営力

強化支援法、実抜計画作成要点を解説 
第１６章  ４７ 

条件変更時の返済方法立案 

プロラタ返済立案 

銀行別借入状況を把握し、条件変更時・再変更時の返済

額立案方法を解説、どうすれば金融機関が納得する返済

額にできるかがわかる 
第１１章  ３０ 

返済猶予後が一番重要、 

金融機関対応時の注意事項 

条件変更後の銀行への月次報告内容とその方法、契約

後の注意事項を解説、条件変更後の金融機関対応が何

故重要かがわかる 
第１３章  ７ 

ス
ム
ー
ズ
な
返
済
猶
予
の
方
法 

法終了後においても重要な 

金融円滑化法の趣旨 

金融円滑化法の趣旨、条件変更の種類、金融検査マニュ

アルの概要を解説、条件変更と検査マニュアル活用方法

がわかる 
第１章  ２６ 

条件変更のメリット・デメリット 

条件変更を行う際の注意点、新規借入・手形割引可否、

再建時の考え方を解説、社内外対応方法や改善成功に

必要な経営者思考がわかる 
第２章  ２９ 

条件変更が必要な会社とは 

どのような財務状況であれば条件変更すべきか、その際

金融機関がどうみるかを解説、現状の財務リスクの管理と

分析ができる 
第３章  ２４ 

条件変更のスケジュール 
条件変更の進め方、申請前から契約書締結までの流れを

解説、条件変更スケジュールや注意点がわかる 
第４章  １１ 

企
業
経
営 

財務経理の基礎知識 財務、経理に関する基礎知識を解説（経営者向け） 第１４章  １２ 

中小企業経営について 中小企業経営に必要な要素と経営者の心構えを解説 第１５章  ７ 

目次を見ることで知りたい内容を検索できるように上記大項目の下部に小項目を多く設けております。すぐに経営改善計画

書を作成しなければいけない場合でも「第 12章経営改善計画書の作成方法」と CD収納の「経営改善計画書フォーマット（雛

形）」により作成できるようになっております。※本書は中小企業金融円滑化法をベースに作成されています。 

● 本マニュアルブック（第３版）目次 ● 
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本マニュアルは目次を見ることで知りたい情報

や内容を検索できるように目次項目を細分化し

ています。 

 

 

第１章 法終了後においても重要な金融円滑

化法の趣旨 

 

中小企業金融円滑化法をわかりやすく説明する

と 

金融庁の「中小企業の事業主の皆さんへ！」で

注意すること 

経営改善計画書（実抜計画書）はすぐ作らなくて

もいい？実抜計画、合実計画とは 

新規融資は返済猶予後どうなる？ 

「貸付条件の変更」に対する金融庁の過去の動

向 

自民党政権時代の返済条件緩和からモラトリア

ム法へ、法律になってどう変わった？ 

返済猶予･条件変更･返済条件緩和･リスケジュ

ールとは 

条件変更（貸付条件の変更）の区分はどうなっ

ているか 

返済猶予、元金据置とは 

金利減免とは 

金利減免の場合､返済猶予(旧円滑化法)は使う

な！ 

旧債の借換とは 

金利減免のみ、旧債借換のみの交渉時は要注

意 

DDS（債務劣後化）、DES（債務株式化）とは 

金融庁の金融検査マニュアルについて 

金融検査マニュアルってなに？ 

金融検査マニュアルの事例は参考になる 

金融検査マニュアルに関するよくあるご質問（Ｆ

ＡＱ、Ｑ＆Ａ） 

債務者格付とは 

適正な自己資本比率・経営利益率とは 

銀行員も所詮は人間 

債務者格付は企業にどう影響する 

条件変更対応保証制度とは 

 

 

 

第２章 条件変更のメリット、デメリット 

 

条件変更を行った場合のメリット 

条件変更を申請する前に必ず考えて下さい（重

要） 

現状で借入ができないかの検討方法 

返済猶予ではなく資金繰り円滑化借換保

証制度を検討してみる 

リーマンショック後の中小企業資金繰りの現状 

資金繰りが楽になる 

企業再生に向けた改革ができる 

繰越欠損金を活用する 

金融機関への情報の開示、毎月金融機関に提

出する資料（参考） 

金融機関は積極的に中小企業を支援しなけれ

ばならない 

条件変更を行った場合のデメリット 

民事再生法は再建が容易ではない 

自己破産の選択は後悔する 

条件変更後に借入はできるのか？ 

新規融資事例、新規融資のポイント（条件変更

中） 

返済猶予・条件変更後の新規融資（金融

庁監督指針） 

支払手形発行はできるか？ 

支払手形発行時に注意すること 

受取手形の割引、Ｌ/Ｃ取引はしてくれるか？ 

条件変更時の社内外の対応 

社員にはどう対応すればいいか？ 

得意先、仕入先に条件変更・返済条件緩和が

バレないか？ 

大口仕入先が納得！取引継続のための手段と

は 

信用調査会社にはどう対応するか？ 

長期借入金の来期残高に注意 

 

第３章 条件変更が必要な会社とは 

 

条件変更の検討をするのはどのような会社か 

年商２０億円の中小企業の条件変更実例 

税理士は税務のプロ、弁護士は法務のプロであ

る 

営業利益段階で赤字の会社 

営業利益の赤字を食い止める方法は二つしか

ない 

毎月の長期借入金返済が難しい 

資金調達が難しい、様々な資金調達手段、融資

可能性指標 

支払手形決済に困窮している 

税金、社会保険料を滞納している 

信用保証協会セーフティネット保証借入返済を

据え置いている 

売上高が 10%以上減少している 

実質債務超過の会社 

「会社分割」で会社は再生しない、裁判事例 

金融機関は条件変更する会社をどう見るか 

条件変更かどうかの判断、手形貸付の反復は

条件変更？ 

条件変更の相談と申込みの区別 

延滞している借入金の条件変更申込みを行う

場合の扱いは 

金融機関同士の連絡はどのようになされるか、

バンクミーティング 

金融円滑化法で条件変更の「謝絶」「取下げ」と

は 

条件変更後どうしたら正常に戻るか、貸出条件

緩和債権卒業基準とは 

条件変更を行えば、破綻懸念先？ 

条件変更後、正常になるためには 

格付を自分で調べるより、銀行員に聞いたほう

が早い 

 

第４章 条件変更（元金据置）のスケジュール 
 

銀行から金融庁への報告義務 

条件変更（元金据置）のスケジュール 

定期預金の扱いについて 

経営改善計画書の構成はどのような内容か 

条件変更申込みのタイミングは 

条件変更申込み時の最初の銀行訪問 

各金融機関の調整が一番大事 

借入金弁済方法変更契約書の締結 

一般的なスケジュール（1.5 ヶ月） 

今月の長期借入金返済が厳しい場合（0.5 ヶ月） 

 

 

 

 

第５章 金融機関交渉時の対応方法、注意

点 
 

条件変更時に銀行から要求されること、要求に

応じなくていいこと 

銀行が貸出条件緩和要請に応じてくれない 

メイン銀行の対応に不満がある 

都市銀行だけ条件変更に応じてくれない 

定期預金相殺、担保実行を要求された場合 

金利引上げを要請された場合の対応 

金利引上げがやむを得ない場合 

借入金を一本化する場合の金利交渉 

連帯保証人を新たに要求された場合 

保証人の同意が得られない場合 

追加担保を新たに要求された場合 

固定金利を変動金利に要求された場合 

違約金を要求された場合（変動金利変更） 

保証料を要求された場合（信用保証協会保証

付の条件変更） 

約定返済日以降の違約金を要求された場合 

遊休不動産の売却を要求された場合 

不動産担保の価値が下がっていると言われた

場合 

サービサーに債権を売却すると言われた場合 

粉飾している場合 

銀行が見る売掛債権回転期間、粉飾処理  

中小企業再生支援協議会を活用するよう言わ

れた場合 

経営者個人の対応 

役員報酬の減額を要求された場合 

住宅ローンの条件変更も行うよう要求された場

合 

個人所有の不動産売却を要求された場合 

金融庁の金融円滑化編チェックリスト 

金融円滑化編チェックリストを読む 

理不尽な金融機関に対応するには金融庁を使

う 

 

第６章 条件変更を行う場合の資金繰りと損

益計算書の作成方法 
 

条件変更時の資金繰りで必要なこと 

新規借入なしに資金繰りを行う 

資産を現金化、有効活用する 

http://www.sixjp.com/
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貸借対照表上の資金繰りと科目別実態把握 

現金商売はどんぶり勘定になりやすい 

売掛金の早期回収とサイト短縮 

受取手形の割引と廻し 

在庫回転率と不良在庫の除却 

不稼動資産の売却、資金回収 

固定資産のリースバックによる資金調達 

損益計算書上の資金繰りと経費削減策 

労働分配率、適正な人件費とはどのくらいか 

適正な社員一人当りの経常利益額はどのくらい

か 

給与削減率はどのくらいが適切か、削減方法 

リストラ（人員削減）せずに、人件費を下げる方

法 

中小企業緊急雇用安定助成金等を活用する 

元金据置後の賞与支給をどうするか 

販売管理費の削減方法（全２３科目） 

経営者は総勘定元帳を必ず見ること 

リース料の条件変更・返済猶予は可能か 

前期納付した法人税が還付される仕組み 

経費削減以外の利益計上方法 

売上原価低減策と売上総利益率目標設定 

建設業等の利益資金管理方法 

原価低減時の注意事項（商社、卸売、小

売業） 

 

第７章 売上高現状分析と中長期売上高設

定方法 

 

売上高アップ策と受注構造改革 

中長期計画の売上高をどうするか 

営業形態を知る 

得意先の成長性 

売上移動年計表で売上の実態分析をする 

受注形態に主導権があるか 

商品からの水平展開 

得意先からの水平展開 

点から線、線から面の発想 

経営者率先の社員（営業マン）教育 

経営者は現場で情報をつかむ 

売上高設定方法 

売上高設定で重要なこと 

金融機関が見る達成可能な数値とは 

step1:過去 3ヶ年受注構造ｾｸﾞﾒﾝﾄ（属性ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝ

ｸﾞ） 

step2:ｶﾃｺﾞﾘｰ毎に売上伸張を見極める（経営

者） 

step3:今後 1 年ｶﾃｺﾞﾘｰ毎月次売上予測（営業ﾏ

ﾝ） 

step4:今後 1 年間売上達成確率を予測（経営

者） 

step5:ｶﾃｺﾞﾘｰ別営業戦略 

step6:2 年目～5 年目の売上高の設定方法 

建設業、受注産業の売上高設定方法 

不測の事態に備える 

中小企業倒産防止共済（経営セーフティ共済） 

与信管理と債権回収方法 

中小企業退職金共済制度（中退共制度） 

小規模企業共済 

 

第８章 日次資金繰表と月次資金繰表の作

成方法 

 

とにかく必要な資金繰表 

損益計算書と資金繰表 

資金繰表とキャッシュフロー計算書 

資金繰表の種類と注意点 

必ず銀行から要求される資金繰表 

資金繰表を作成する 

日次資金繰表の作成方法 

月次資金繰表の作成方法 

翌々月以降の回収と支出の算出方法 

商社等の資金繰り方法 

建設業等の資金繰り方法 

 

第９章 受取手形の割引を成功させる 

 

元金据置時の手形割引を知る 

資金繰りに重要な手形割引 

銘柄で割引の可否が決まる 

受取手形割引には最低１週間は必要 

手形割引の判断基準は 

信用調査会社の評点による判断 

銘柄指定と割引枠 

銀行毎の割引残高のバランス 

手形割引の際の準備資料 

受取手形割引一覧表、割引検討依頼書 

手形割引時の注意点 

手形割引の成功事例（信用保証協会） 

元本据置後の手形割引の実態 

元本据置中に信用保証協会保証が付いた実例 

元本据置中の新規融資・保証のポイント 

 

第１０章 予測貸借対照表（５期）の作成方法 

 

予測貸借対照表とは 

債務超過解消は５年以内に 

債務超過でも問題ない場合とその判定方法 

繰越欠損金を繰越利益にする 

貸借対照表の改善 

予測貸借対照表の作成 

作成に必要な情報 

資産科目の予測方法（全２４科目解説） 

負債科目の予測方法（全１１科目解説） 

当期繰越利益剰余金（当期利益）の設定 

予測貸借対照表作成時の注意点 

 

第１１章 条件変更時の借入返済方法立案 
 

返済方法立案の原理原則 

返済方法を決める場合の基本原則 

借入返済元金据置が基本 

元金返済でなく定期預金で対応とは 

金利の支払いはどうするか 

金利減免、利息支払猶予は可能か 

金融機関別借入明細表を作成する 

プロラタ返済とは何か 

残高プロラタ返済とは 

信用残、非保全プロラタ返済とは 

プロラタ返済の問題点 

残高プロラタと信用残プロラタどちらにするか 

返済方法を立案する 

返済方法の立案 

残高プロラタで銀行から異論がでるパターン 

信用残プロラタでの返済額設定 

遊休不動産を売却する場合 

大幅売上減少で当初の元金返済ができない場

合 

借入残高が条件変更契約中に変わった場合 

銀行の返済条件契約パターン、条件変更期間

は 

短期借入金の条件変更 

５ヶ年返済計画の立案 

元金据置後の返済額をいくらにするか 

前期又は直近が赤字の場合 

前期又は直近が黒字の場合 

返済額を決める場合の注意点 

返済額と当期利益＋減価償却費 

有利子負債のキャッシュフロー倍率とは（債務

償還年数） 

金融機関毎の返済条件緩和の特徴 

都市銀行の返済条件緩和 

地方銀行の返済条件緩和 

政府系の返済条件緩和（日本公庫、商工中金） 

 

第１２章 経営改善計画書（実抜計画書）作

成 

 

経営改善計画書の構成 

経営改善計画書作成時の注意点 

借入返済条件変更依頼書（返済猶予のお願い） 

経営計画書（本編） 

経営計画書（財務補足資料） 
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